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1.調査の実施概要 
 
①調査名：高根沢町商工会 需要動向調査 アンケート 
 
②調査実施主体：高根沢町商工会 
 
③調査実施期間：平成 28 年 12 月１⽇〜平成 28 年 12 月 20 ⽇ 
 
④調査対象：高根沢町商工会会員企業社 
 
⑤回収状況及び回収率：55 社 
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2.事業所の概要 
 

2-1. 事業種 

 

 
回答のあった商工会会員事業所の事業種をみると、「卸・⼩売業」が一番多く13社（23.2％）、

次いで「農林漁業・鉱業・建設業」の 10 社（17.9％）、「⽣活関連・娯楽・学習⽀援・医療福祉・
複合サービス」9 社（16.0％）となっている。 
 

卸・⼩売業
23%

農林漁業･鉱業･建
設業
18%

⽣活関連･娯楽･学
習⽀援･医療福祉･

複合サービス
16%

製造業
14%

宿泊・飲食業
13%

不動産･研究･専門
ｻｰﾋﾞｽ等
14%

電気･ガス･熱供給･
情報通信･運輸業

2%

事業種
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2-2.創業年代 

 
 
 創業年代をみると、1990 年代が一番多く 12 社（21.8％）、次いで 2010 年代の 11 社
（20.0％）となっている。 
 回答事業所の中には、創業 20 年未満（2000 年代以降）の事業所は 14 社（25.5％）ある一
方、創業 50 年を超える（1960 年代以前の創業）事業所が 13 社（27.2％）、創業 100 年を超
える（1900 年以前）事業所が 2 社（3.6％）ある。 
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2-3.従業員数 

 
 

 
 
従業員数は、1-5 人の事業所が 29 社（69.0％）で大勢を占めている。 
また、その多くは派遣・パート従業員である。 
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2-4.用地等 

 

 

 
 事業用の土地・建物の状況をみると、土地34社（64.1％）、建物44社（93.6％）が自社所有
となっている。 
 

自社所有
64%

賃貸
30%

その他
6%

事業所用地

自社所有
86%

賃貸
10%

その他
4%

事業所建物



6 

 

2-5.資本⾦・元⼊⾦規模 

 

 
 資本⾦・元⼊⾦規模をみると、5 千万円以下が 47 社（97.9％）、その内 1 千万円以下が 
39 社（81.3％）となっている。 
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資本⾦・元⼊⾦規模
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2-6.年間売上（直近） 

 
 
 事業所の直近の売上をみると、5 千万円以下（0.5 千万円以下、〜1 千万円以下、〜5 千万円以
下）が多く 32 社（62.7％）を占めている。 
 一方で売上が 1 億円を超える（〜5 億円以下、10 億円超）事業所が 13 社（25.5％）となって
いる。 
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年間売上（直近）
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2-7.年間経常利益（直近） 

 
 
 事業所の直近の経常利益をみると、「0.5 千万円以下」が最も多く、36 社 75％となっており、事業所
によっては経常損失となっていることが考えられる。 
 
  

0 5 10 15 20 25 30 35 40

0.5千万円以下

〜1千万円以下

〜5千万円以下

〜1億円以下

〜5億円以下

年間経常利益（直近）
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2-8.海外取引状況 

 
 
 海外との取引は⾏っていない事業所が47社（97.9％）となっているなか、1社海外企業と⽣産や販
売に係わる業務委託契約を⾏っている事業所がある。 
 ほとんどの事業所が国内のみの取引となっている。 

47

1

海外取引状況

海外との取引は⾏っていない

海外企業と⽣産や販売に係わる業務委託
契約を⾏っている

(空白)
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3.経営状況・環境変化 

3-1.売上高の状況 

 

 

 
 
 

0 5 10 15 20

大幅に減少

減少

変化なし

増加

大幅に増加

3年前と⽐較した売上増減

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

本業の取引数(客数)が増えた

本業の受注⾦額(販売価格)が増えた

本業の受注量(1件あたりの注文数)が増えた

本業以外の取引数(客数)が増えた

本業以外の受注⾦額(販売価格)が増えた

本業以外の受注量(1件あたりの注文数)が増えた

売上が大幅に増加、増加と回答された方 増加の要因
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 直近の売上高を 3 年前と⽐較した状況をみると、「変化なし」が 19 社（34.5％）と最も多く、次いで
「減少」が18社（32.7％）となっている。一方、直近の売上が3年前と⽐較して増加（大幅に増加、
増加）している事業所は合計 10 社（18.2％）で事業が好転している事業所は少ない状況となって
おり、業績は伸び悩み傾向となっている。 
 売上の増加要因は「本業の取引数（客数）が増えた」が最も多く、9 社（47.4％）、次いで「本業
の受注⾦額（販売価格）が増えた」6 社（31.6％）となっている。 
 売上の減少要因としては「本業の取引数（客数）が減った」が最も多く、18 社（60.0％）、次いで
「本業の受注⾦額（販売価格）が減った」6 社（20.0％）、「本業の受注量（1 件あたりの注文数）
が減った」5 社（16.7％）となっている。 
 事業所の売上の増減には、取引数（客数）が大きく影響していると言える。 

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

本業の取引数(客数)が減った

本業の受注⾦額(販売価格)が減った

本業の受注量(1件あたりの注文数)が減った

本業以外の受注⾦額(販売価格)が減った

本業以外の取引数(客数)が減った

本業以外の受注量(1件あたりの注文数)が減った

「売上が減少、大幅に減少と回答された方 減少の要因
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3-2.経常利益の状況 
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大幅に減少

減少

変化なし
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大幅に増加

3年前と⽐較した経常利益増減

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

取引先が増えた

受注量が増えた

差別化品・サービスの開発ができた

⽣産効率が高まった

受注単価が上昇した

販売品目が増えた

収益性の高い品目・サービスへ特化した

その他

経常利益増加要因のうち、売上増加理由
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0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

仕⼊コスト（原材料や販売商品）が低下した

人件費が減った

内製化率を上げて外注を減らした

在庫を圧縮した

管理コスト(設備維持･ﾘｰｽ料等｡人件費除く)が低下した

人事管理による効率化が進んだ

内製化率を下げて外注を増やした

その他

経常利益増加要因のうち、コスト削減理由

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

取引先が減った

受注量が減った

受注単価が低下した

その他

販売品目が減った

差別化品・サービスの開発ができなかった

経常利益減少要因のうち、売上減少理由



14 

 

 
 
 直近の経常利益を 3 年前と⽐較した状況をみると、「減少」が最も多く 19 社（34.5％）となっており、
次いで「変化なし」が 18 社（32.7％）となっている。一方、直近の経常利益が 3 年前と⽐較して増加
（大幅に増加、増加）している事業所は合計 11 社（20.0％）となっており、売上高と同様に好転し
ている事業所は少なく、伸び悩み傾向となっている。 
 経常利益の増加要因としては「取引先が増えた」、「受注量が増えた」が最も多く 7 社（36.8％）と
なっている。経常利益増加の要因は、コスト削減よりも売上増加の影響が大きいことが窺える。 
 経常利益の減少要因としては「取引先が減った」が最も多く 14 社（37.8％）、次いで「受注量が減
った」11 社（29.7％）となっている。経常利益減少の要因も、コスト増加よりも売上減少の影響が大
きいことが窺える。 

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

在庫が増加した

仕⼊コスト（原材料や販売商品）が増えた

外注費・委託費が増加した

その他

管理コスト(設備維持･ﾘｰｽ料等｡人件費除く)が増えた

人件費が増えた

設備投資が嵩んだ

人事管理が非効率であった

経常利益減少要因のうち、コスト増加理由
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3-3.販売先 
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1 1 1 1

取引が最も多い業種

一般・消費者

製造業

鉱業･建設業

その他

社会福祉･介護
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卸売業

情報通信業･運輸業

学術研究･専門サービス

35

8

5

4

最も多い取引先の所在地

高根沢町町内

栃木県

宇都宮地域
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事業所の販売先の状況をみると、「一般・消費者」が最も多く、30 社（56.6％）となっている。一方、
企業向け（一般・消費者以外）は合計 23 社（43.4％）となっており、その中でも「製造業」と「鉱
業・建設業」が各 5 社（9.4％）と多く、企業向けは下請が多いものと推測される。 

また、最も多い取引先の所在地をみると、「高根沢町町内」が最も多く 35 社（67.3％）となってい
る。販売先が「一般・消費者」が多いことも考慮すると、地元である高根沢町町内をメイン販売先として
いる事業所が多い。 
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3-4.従業員数 

 
 

 
 

37

7

2

3年前と⽐較した常用雇用者数増減

変化なし

増加

減少

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

本業の業務を拡大した

その他

設備投資を実施した

本業以外の業務拡大や設備投資を実施した

他社を吸収・合併した

本業の業務を縮⼩した

本業以外の業務を縮⼩した

一部機能を他社へ譲渡・売却した

機械設備の導⼊による省人化が進んだ

常時雇用者数増減の理由
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 従業員数をみると、常用雇用者数（派遣・パートを除く）、パート・派遣社員数共に「変化なし」が最
も多く、それぞれ 37 社（80.4％）、32 社（78.0％）となっている。 
 多くの事業所が「変化なし」の中、常用雇用者数、パート・派遣社員数を増加させている事業所もあり、
増加の要因をみると「本業の業務を拡大した」となっている。 
 
 

32
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2

3年前と⽐較したパート・派遣社員数増減

変化なし

増加

減少

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

本業の業務を拡大した

その他

本業以外の業務を拡大した

常用雇用者からパート・派遣へ切り替えた

本業の業務を縮⼩した

本業以外の業務を縮⼩した

常用雇用者へ切り替えた

機械設備の導⼊による省人化が進んだ

パート増減の理由
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4.事業課題について 

4-1.人材の確保・育成の問題 

 
 
 事業課題の人材確保・育成については、「特に問題はない」と回答している事業所が最も多く 16 社
（27.1％）となっている。 
 逆に人材確保・育成について問題があると回答した事業所は、“人材が不⾜している”、“人材育成が
遅れている”ともに「企画、営業面」よりも「⽣産・技術面」と回答した事業所が多くなっている。 

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

特に問題はない

「⽣産・技術面」の人材が不⾜している

「⽣産・技術面」の人材育成が遅れている

その他

商品開発・販路開拓等の「企画、営業面」の人材育成が遅れている

商品開発・販路開拓等の「企画、営業面」の人材が不⾜している

人材の確保・育成の問題
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4-2.資⾦確保の問題 

 
 
 資⾦確保についてみてみると、人材確保・育成と同様「特に問題はない」と回答している事業所が最も
多く 33 社（62.3％）となっている。 
 「特に問題はない」と回答している事業所が多い中、11 社から「設備投資資⾦が不⾜している」、5 社
から「商品開発や研究のための資⾦が不⾜している」という回答を得ている。 

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

特に問題はない

設備投資資⾦が不⾜している

商品開発や研究のための資⾦が不⾜している

その他

資⾦確保の問題
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4-3.取引環境・マーケット等の問題 

 
 
 取引環境・マーケット等についてみてみると、「大企業などの新規参⼊が増えて競争が激しい」が最も多
く 13 社（20.6％）、次いで「市場規模が縮⼩し、販路の開拓・確保ができない」11 社（17.5％）、
「原材料やエネルギー費用が高騰している」9 社（14.3％）となっている。 

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

大企業などの新規参⼊が増えて競争が激しい

市場が縮⼩し、販路の開拓・確保ができない

特に問題はない

原材料やエネルギー費用が高騰している

人件費が高騰している

その他

取引先からの短納期化・コストダウン要請

製品・技術ノウハウの蓄積が進んでいない

企業の統廃合が進み、互助的な企業ネットワークが崩壊しつつある

取引環境・マーケット等の問題
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5.事業展開 

5-1.主要事業の将来性 

 
 
 今後の主要事業の将来性（5 年先〜10 年先）については、「成⻑⼒は期待できないが、維持・継
続はそれなりに確保できる」が 19 社（34.5％）と最も多く、次いで「今後も成⻑が期待できる分野であ
る」が 10 社（18.1％）となっている。 
 一方、「現在も縮⼩しており、成⻑は⾒込めない」と「現在は、まだ市場があるが、規模は徐々に縮⼩し
ていく」の合計が 17 社（30.9％）となっており、将来の市場を悲観している事業所が、維持・成⻑を⾒
込む事業所と同数程度となっている。 
 
 

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

成⻑⼒は期待できないが、維持・継続はそれなりに確保できる

今後も成⻑が期待できる分野である

現在も縮⼩しており、成⻑は⾒込めない

わからない

現在は、まだ市場があるが、規模は徐々に縮⼩していく

主要事業の将来性（5年〜10年先）
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5-2.事業継続 

 
 

 
 

0 5 10 15 20 25 30

現在の事業内容を軸に継続していきたい

現在の事業内容に関連した新たな事業分野へ進出・転換していき
たい

わからない

廃業を予定している

現在の事業内容とは全く異なる領域の事業分野へ進出・転換して
いきたい

今後の事業継続

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

後継者がいない

市場が縮⼩し、ニーズがなくなりつつある

競争が激しく､対応できない(収益の確保)

その他

廃業を予定している理由
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 今後の事業継続についてみてみると、「現在の事業内容を軸に継続していきたい」31 社（57.4％）
が最も多くなっている。また、「現在の事業内容に関連した新たな事業分野へ進出・転換していきたい」と
「現在の事業内容とは全く異なる領域の事業分野へ進出・転換していきたい」と回答している事業所が
合計 10 社（18.5％）となっている。 
 一方、「廃業を予定している」も 6 社（11.1％）おり、その多くは後継者不⾜が要因となっている。 
 
 

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

特に考えていない

⽣産ノウハウ、技術、特許を他社に技術移転・売却していきたい

サービスや、顧客を他社に売却していきたい

設備や施設を他社に売却していきたい

その他

廃業する際のノウハウ､市場等の利活用意向
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5-3.事業承継 

 
 

 
 
 事業承継についてみてみると、事業承継を予定（その他以外）している事業所が 35 社（83.3％）
となっている。後継者が決まっている、後継者が決まっていないはあるものの、多くの事業所で事業承継を
予定している。 
 事業承継先は「親族への承継」が最も多く 16 社（53.3％）となっている一方、親族以外の方への
承継を検討されている事業所も多くある。 

0 2 4 6 8 10 12 14 16

決まっていないが、承継したい

後継者が決まっている

後継者を検討中である

その他

事業承継の予定

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

親族への承継

親族ではない従業員への承継

第3社への売却または譲渡

同業者への承継（自身の知り合い）

その他

事業承継先
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5-4.今後の方針 

 
 

 
 
 持続的な事業経営の確⽴に向けた事業所の今後の取り組みについてみてみると、“経営資源面”では
「現在の活動分野に関する技術⼒、サービス⼒の強化」が最も多く、36 社（87.8％）となっており、
“連携・パートナーシップ”では、「健康⻑寿・福祉・医療」が最も多く 9 社（22.5％）、次いで「農林⽔
産」7 社（17.5％）となっている。 

0 5 10 15 20 25 30 35

現在の活動分野に関する技術⼒、サービス⼒の強化

その他

新規分野に関する技術⼒、サービス⼒の強化

持続的な事業経営の確⽴に向け、経営資源の中で、強化・充実していきたい分野

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

健康⻑寿･福祉･医療

その他

農林⽔産

観光･情報通信

製造(素材･電気機械･輸送機械)

製造(食品)

製造(ロボット)

環境･リサイクル･エネルギー

持続的な事業経営の確⽴に向け、連携･パートナーシップを組んでいきたい業種
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6.商工会の⽀援内容 

6-1.経営相談施策について 

 
 
 商工会会員向け⽀援の中で、経営相談施策であったら良いもので最も多かったものは、「地域の経済
情報（統計情報、新事業等の⺠間企業事例情報）の提供」14社（28.0％）であり、次いで「もっと
気軽に何でも相談できる窓口やサロンの設置」12 社（24.0％）、「高度、専門的な相談に対応でき
る体制やスキルの活用」10 社（20.0％）となっており、この 3 つの要望が回答の中で多くなっている。 

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

地域の経済情報（統計情報、新事業等の⺠間企業事例情
報）の提供

もっと気軽に何でも相談できる窓口やサロンの設置

高度、専門的な相談にも対応できる体制やスキルの活用

地域や周辺企業等と連携した大規模災害時の避難体制づくり

自社の未利用地の利活用に関する情報発信の⽀援

貸し事務所・工場・貸し倉庫や、工場跡地等の情報提供

地元大学や高校、公的機関が保有する設備の利活用を促す仕
組みづくり

商工会員向け各種相談であったら良いもの 経営相談施策
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6-2.マッチング・販路開拓・交流事業について 

 
 
 商工会員向け⽀援の中で、マッチング・販路開拓・交流事業であったら良いもので最も多かったものは、
「会員間の異業種交流会の充実」13 社（29.5％）であり、次いで「販売促進のための自社ＰＲツー
ル（ホームページ、企業パンフレット等）整備に対する⽀援」12 社（27.3％）となっており、この 2 つの
要望が回答の中で多くなっている。 
 

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

会員間の異業種交流会の充実

販売促進のための自社PRツール(ホームページ、企業パンフレット
等)整備に対する⽀援

異なる商工会・商工会議所会員等との異業種交流

商工会の部会機能を強化し、部会別の活性化戦略の策定

ＷｅｂビジネスやＩＴを活用したビジネス等の新事業・起業セミ
ナーの充実

廃業した事業所の市場・ノウハウ等を引き継ぐ仕組みの整備

社員向けの異業種交流会・他企業視察会の開催

商工会員向け各種相談であったら良いもの マッチング・販路開拓、交流事業
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6-3.人材確保・育成⽀援・福利厚⽣について 

 

 
 会員向け⽀援の中で、人材確保・育成⽀援・福利厚⽣であったら良いもので最も多かったものは、「管
理・マネージメント面におけるセミナーの充実」12 社（22.2％）であり、次いで「人材確保を促す情報
⽀援（ホームページ、企業パンフレット等）」11 社（20.4％）となっており、この 2 つの要望が回答の
中で多くなっている。 
 
 
 
 
 
 
 

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

管理・マネージメント面におけるセミナーの充実

人材確保を促す情報化⽀援（ホームページ、企業パンフレット
等）

⼥性の雇用をふやすための取組み・⽀援（⽀援制度説明会や地
域独自の⽀援制度の設置）

能⼒開発のセミナーの充実（自⼰能⼒開発・キャリアアップ、⼥
性・高齢者等の活用等）

（新卒学⽣等の）採用を増やすための取組み・⽀援（企業⾒
学、インターンシップ事業等）

高齢者の雇用を増やすための取組み・⽀援（⽀援制度説明会や
地域独自の⽀援制度の設置）

障害者の雇用を増やすための取組み・⽀援（⽀援制度説明会や
地域独自の⽀援制度の設置）

商工会員向け各種相談であったら良いもの 人材確保・育成⽀援・福利厚⽣
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7.まとめ 
 
・高根沢町商工会会員企業の多くが、高根沢町町内の消費者等に商品・サービスを提供するビジネス
モデルとなっている。 

・3 年前と⽐較した売上の増減では、「変化なし」が最も多く、3 年前と⽐較した経常利益増減では「減
少」が最も多い回答となっていることから、現状のままでは、高根沢町町内の一般消費者への商品・サ
ービスの提供では収益確保が難しくなっていくことが懸念される。 

・また、売上の減少要因、経常利益の減少要因共に「取引先が減った」が最も多いことから、今後も高
根沢町町内の取引先の減少が続くならば、企業数が減ることが予想される。 

・このことから、高根沢町町内の事業所数の増加を図るだけではなく、近隣の宇都宮市やさくら市などに
商圏を広げることも必要であると思われる。 

・事業承継では、後継者が決まっている、決まっていないはあるものの、多くの事業所で事業承継を予定
している。 

・「後継者が決まっていないが事業承継を考えている」という企業の⽀援を⾏い、いかに円滑な事業承継
につなげるかが課題になると思われる。 

・商工会の⽀援内容では、地域の経済情報の提供、会員間の異業種交流の充実、管理・マネージメン
ト面におけるセミナーの充実を図ることが求められている。 

・会員間の異業種交流が充実することで、新たなビジネスマッチングの場ができ、高根沢町町内でも会員
企業の売上増加の機会が得られるものと期待できる。 

・管理・マネージメント面におけるセミナーの充実を図ることで、経営者の管理・マネージメント面の意識づ
けが図られ、自社の経営状況の改善に活かされるものと思われる。 
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